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論文の内容の要旨
　本論文は，1955年から1993年までの日本のマクロ経済データを使って，（1）社会基盤（岬b1ic
in歪ras批篶伽蛇）が民間部門の生産性や費用に及ぼす影響，（2）社会基盤と民間部門の資本や労働の投入と
の関係を実証分析している。本論文は6つの章と5つの付録から構成され，オリジナルな実証研究の成果
は第3章から第5章までの3つの章に示されている。
　第1章は，本論文の目的と構成，研究の動機，先行研究の展望などを述べている。第2章はデータの説
明とデータについての準備的な時系列分析などを行っている。特に，各データは1973年の構造変化を考慮
に入れれば，確定的トレンド（deter㎜hiStiC批e犯d）のまわりで定常であることが示される。これを踏まえ
て，第3章と第4章では五973年の構造変化を考慮した推定を行っている。第6章は論文全体を簡潔に要約
している。付録はデータや先行研究の補足的説明，遣加的な推定結果の説明などをしている。
　第3章は，トランスログ（tra鵬1og）費用関数に基づく方程式体系を完全情報最尤法（FIML）で推定して
いる。まず，社会基盤を遺路や空港などの物理的な杜会基盤（physica1岬b1icinf蝸st醐c施re，PP亙と略記）
と教育研究基盤や公園などの公的な人的資本・環境的資本（hum鮒ew虹㎝㎜e趾a1p曲1ic　infras倣洩ctu犯，
HEPIと略記）に分けて推定しようとしたが，多重共線性のため，それらの個別の影響を信頼性高く
推定することはできなかった。そこで，本章ではPPIとHEPIを合計した社会基盤全体（tota1pub1ic
i油as倣双cture，TP亙と略記）を扱っている。1976年以降毎年，TPIの100円の増加は民間部門の費用を
約25円減らし，TP亙の1％の増加は生産性を約O．02％増やすという実証結果を得ている。
　第4章は，トランスログ生産関数に基づく方程式体系を3段階最小二乗法（3SLS）で推定している。多
重共線性のため，THを使って推定している。生産量のTPI弾力性の推定値は約O．38である。TP1と民間
資本とは補完的であり，TP亙と民間労働とは1978年までは補完的でそれ以降は代替的になったことも実証
された。民間資本と民問労働は補完的であると推定されている。
　第5章は，各変数の成長率についてのVARモデルを分析している。ここでは，TP亙をPPIとH狸亙に分
けて分析できた。まず，変数間のグレンジャー因果性（Granger－ca皿sa王i七y）の検証を行っている。その緒
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果，PP亙の成長率と民聞資本の成長率，HEPIの成長率と民問資本の成長率，PHの成長率とHEP亙の成長
率，の間には双方向の因果性があるが，民問労働や生産量の成長率はPPIやH旺Iの成長率から因果性の
影響を受けていない。従って，社会基盤の整備は民間資本の増強を通じて，民聞部門に影響していると推定
される。次に，PP亙や亘EPIを1回隈りユ兆円増やしたときの影響をインバルス応答（i㎜岬1sexesponse）
分析している。その結果，PPIよりもHEP亙の方が民間部門の生産量に大きな影響を与え，HEPIのなかで
も教育研究基盤（e曲catio独syste蛆＆na　acade蛆ic虹s砒批e，ESA亙と略記）の影響が大きいことが実証さ
れている。
審査の結果の要旨
　本論文の研究テーマと分析方法自体にはそれほどの新規性はないが，1973年の第1次石油ショックによ
る構造変化を考慮して推定したり，社会基盤を物理的な社会墓盤（囲I）と人的資本・環境的資本（HEPI）
に分けるなど，注意深い工夫を加えて分析している。得られた実証結果は興味深い。細部において分析や記
述が不十分なところも稀にあるが，論文全体を通して分析はしっかりしており，書き方も明快である。
　第4章はJourna1of跳sinessandEcono蛆icsResearchに，第5章の1部分はG1oba1Businessand
Econo蛆ics　Review－Antho1ogy2002に発表されている。いずれも審査付論文である。
　以上から，本論文はラダ　バルカランシン氏が博士（社会経済）の学位を受けるに十分な資格を有するこ
とを示すものである。
　よって，著者は博士（杜会経済）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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